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財源配分等に係る論点について

診調組 税－１－１

３ １ ． １ ． ９

1



【１】 改定率（消費税率８－10％の２％分）
全体改定率 ＋0.88％（約4,100億円）
診療報酬本体改定率 ＋0.41％（約1,900億円）
各科改定率 医科 ＋0.48％（約1,600億円）(※１)

歯科 ＋0.57％（ 約200億円）
調剤 ＋0.12％（ 約100億円）

薬価・材料価格改定率 ＋0.47％（約2,200億円）(※２)
薬価 ＋0.42％（約1,900億円）
材料価格 ＋0.06％（ 約300億円）

（※１）医科改定財源は、訪問看護の改定財源（約６億円）を含む。
（※２）四捨五入の関係で、改定率の内訳と合計が一致していない。

【２】 改定率の計算式（消費税率８－10％の２％分）
＜報酬本体＞
｛ 22.74% (課税経費率) － 0.55％ (給食材料費分)(※)｝× 2/108 ＝ 0.41％
＜薬価＞
22.52％ (医薬品費分) × 2/108 ＝ 0.42%
＜材料価格＞
3.03％ (特定保険医療材料費分) × 2/108 ＝ 0.06％

(※) 食料品が軽減税率の対象（消費税率８％のまま）となるため、課税経費率から給食材料費分を除く。 2

改定率・改定財源額等

（課税経費率は2016年度の実績）

（財源額の表示は満年度分）
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改定率・改定財源額等

【３】 消費税率５－８％の３％分の見直しを含めた今回の改定財源額（本体のみ）

診療報酬本体改定財源額 約4,700億円
医科 約4,000億円
歯科 約400億円
調剤 約300億円

【４】 報酬本体における医科の病院・診療所間の財源配分
○ 病院・診療所間の財源配分は、「議論の整理」に基づき、
＜病院・診療所それぞれの医療費シェア＞ × ＜病院・診療所それぞれの課税経費率＞
の比に応じて行う。ただし、食料品が軽減税率の対象であるため、課税経費率のうち給食材料費につ
いて、消費税率５‐８％部分の計算には含めるが、消費税率８‐10％の部分の計算からは除く。

消費税率 病院 診療所
【配分比】 ５‐８％ 52.8％×27.8％ ： 20.7％×22.2％ ≒ 76.1：23.9

８‐10％ 52.8％×26.9％ ： 20.7％×21.8％ ≒ 75.8：24.2
【財源額】 ５‐８％ 約1,800億円 約600億円

８‐10％ 約1,200億円 約400億円
合計 約3,000億円 約1,000億円

（医療費シェア、課税経費率は2016年度の実績）

（財源額の表示は満年度分）
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初・再診料の配点について

【５】 初・再診料の配点について
○ 「議論の整理」において、初・再診料については、「診療所に配分される財源について、ほぼ全額を
初・再診料に充てるのではなく、まず無床診療所（補てん項目は初・再診料のみ）の補てんを考慮し
て、初・再診料に配分を行うこととし、病院における初・再診料と入院料の比率を変え、入院料の割合
を高めることとする。」とされたところ。
○ 「議論の整理」に基づいて、無床診療所の収支構造を踏まえると、初・再診料の上乗せ率は以下の
通りになる。

○ なお、実際の配点においては、点数を整数化する等の調整により、上乗せ率が本資料で示された数
値と若干異なる可能性がある点には留意。

＜費用面＞
課税経費率 21.0％
消費税率増加分 5/105
＜収入面＞
収入に占める初・再診料のシェア 18.2％
よって、初・再診料の上乗せ率は、
（21.0％ × 5/105）÷ 18.2％ ≒ 5.5％

※ 課税経費率及び初・再診料シェアは、2016年度の実績。

※ 課税経費率及び初・再診料のシェアについては、今回は消費税率５‐10％部分の補てん上
乗せを見直すものであるため、費用及び収入から、消費税率５％超部分の消費税負担相当
額及び診療報酬補てん額を除外した上で算出する。

※ 今回補てん対象となる消費税率増加分は、5/105（分母となる補てん前の費用が、税抜
100％の金額ではなく、5％までの税込105％の金額であるため。）。

0.010

0.010

上乗せ率 5.5％

消費税率増加分 5/105

課税経費率
21.0％

収入に占めるシェア
18.2％

費用 収入
初・再診料

課税経費
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入院基本料・特定入院料の配点について

【６】 配点に際しての入院基本料・特定入院料の分類
○ 「議論の整理」において、「入院料に充てられる財源について、病院種別や入院料別ごとの入院料
シェアも考慮して、消費税負担に見合う補てん点数を決定することとする。」とされたが、入院基本料と
特定入院料の補てん点数の決定方法の詳細等については、検討事項となっていたところ。
○ 入院基本料については、
・ 一般病棟入院基本料・療養病棟入院基本料について、療養病床の割合で病院を分類して課税
経費率をみる
・ 精神病棟入院基本料について、精神科病院の課税経費率をみる
といった見直しを行うことで、より実態に即した形で、課税経費率の算出が可能。
○ それぞれの課税経費率に応じて、入院料シェアをみていくことになるが、特定入院料については、種類
が多く、病院ごとに算定する項目も様々。この点、入院基本料及び特定入院料に係る入院料シェア
及びそれぞれの上乗せ率を算出するに当たっては、①特定入院料の機能を踏まえて一定の分類を行
い、それらと親和性の高いと考えられる入院基本料と同じ分類とみなして、特定入院料の入院料シェア
及び上乗せ率を算出した上で、②入院基本料ごとの入院料シェア及び上乗せ率を算出することとして
はどうか。

※特定入院料の具体的な分類案については、別添を参照。

＜入院基本料と特定入院料の対応関係に基づく分類＞

Ⅰ． 急性期一般入院料（旧一般病棟７対１、10対１入院基本料）と同一 救命救急入院料１ 等
Ⅱ． 地域一般入院料（旧一般病棟13対１、15対１入院基本料）と同一 回復期リハビリテーション病棟入院料１ 等
Ⅲ． 精神病棟10対１、13対１入院基本料と同一 精神科救急入院料１ 等
Ⅳ． 精神病棟15～20対１入院基本料と同一 精神療養病棟入院料 等



○ 特定入院料は種類が多く、病院ごとに算定する項目も様々であり、消費税負担と入院料シェアのバラ
ンスをみながら、個別の特定入院料ごとに上乗せ率を算出することは困難。そのため、前頁で説明の通り、
特定入院料を大きく4分類に括ることで、以下の図のように病院の収入構造を整理する。
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入院基本料・特定入院料の配点について

入院基本料

初・再診料

その他課税経費

給食材料費

【特定入院料】

救命救急１

特殊疾患
・
・
Etc.

約5.5％

3/105

5/105

?
？
？

？

？

・
・
・

主たる特定入院料
（分類Ⅰ）

入院基本料

その他の特定入院料

初・再診料

その他課税経費

給食材料費

約5.5％

3/105

5/105

【整理前】 【整理後】

多数の特定入院料が混在し、収入に占め
るシェアも異なる。個々に上乗せ率を算出
することが困難。

特定入院料を、当該医療機関で算定する主たる分類（図
では分類Ⅰ）とその他の2つにまとめることができ、補てん対象
の収入項目を初・再診料、入院基本料、主たる特定入院料、
その他の特定入院料の4種類に集約。上乗せ率の算出が容
易になる。

＜一般病院（急性期一般入院料届出）の場合＞



○ 消費税補てんの収入と費用の構造は以下の表の通り。費用面の負担面積と、収入面の補てん面積
が一致し、それに見合う各補てん項目の補てん面積と上乗せ率を求めることになる。

○ 課税経費率及び入院料シェアについては、５‐10％部分の補てん上乗せの土台となるため、費用およ
び収入から、消費税率５％超部分の消費税負担相当額及び診療報酬補てん額を除外して算出する。
○ 今回補てん対象となる消費税率増加分は、給食材料費については3/105、その他の課税経費につ
いては5/105（分母となる補てん前の費用が、税抜100％の金額ではなく、5％までの税込105％の金
額であるため）。

一定の条件の下、
面積を算出（次頁
参照。）。

収入 上乗せ率 収入に占めるシェア 補てん面積

初・再診料 5.5% ○% ○○

入院基本料 ？ □% ？

特定入院料(救命１) ？ △% ？

特定入院料(特殊疾患) ？ ×％ ？
・
・

・
・

・
・

・
・

Ｅｔｃ． ？ ・
・ ？

合計 ̶ ◎% ▲▲

費用 消費税率増加分 課税経費率 負担面積

給食材料費 3/105 ◆% ◆◆

その他の課税経費 5/105 ●% ●●

合計 ̶ ▲% ▲▲

収入 上乗せ率 収入に占めるシェア 補てん面積

初・再診料 5.5% ○% ○○

入院基本料 ？ □% □□

特定入院料(Ⅰ) ？ △% △△

その他の特定入院料 ？ ×％ ××

合計 ̶ ◎% ▲▲

費用 消費税率増加分 課税経費率 負担面積

給食材料費 3/105 ◆% ◆◆

その他の課税経費 5/105 ●% ●●

合計 ̶ ▲% ▲▲

7

入院基本料・特定入院料の配点について

【整理前】 【整理後】特定入院料が多数混在し、個々に上乗せ率を
算出することが困難。

特定入院料が２種類になり、補てん項目が4種類
に集約され、上乗せ率の算出が容易になる。

＝
＝
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例：急性期一般入院料 & 特定入院料（分類Ⅰ）の上乗せ率を算出する場合

初・再診料による
補てん額の面積

消費税負担額
（5％以上）の面積

入院基本料による
補てん額の面積
特定入院料（分類Ⅰ）
による補てん額の面積
その他の特定入院料
による補てん額の面積

未確定

約5.5％
約1.8％

未確定

約26.5%

約0.6%
3/105

5/105

約17.6％

約4.3％
約2.7％

未確定

急性期一般入院料 & 特定入院料（分類Ⅰ）
収入 上乗せ率 収入に占めるシェア 補てん面積
初・再診料 5.5% 1.8% 0.00097
入院基本料 未確定 17.6% 未確定 ①
特定入院料(Ⅰ) 未確定 4.3% 未確定 ②
その他の特定入院料 未確定 2.7% 未確定 ③
合計 ̶ 26.4% 0.01281
費用 消費税率増加分 課税経費率 負担面積
給食材料費 3/105 0.6% 0.00018
その他の課税経費 5/105 26.5% 0.01263
合計 ̶ 27.2% 0.01281

初・再診料による
補てん額の面積

消費税負担額
（5％以上）の面積

入院基本料
&

特定入院料（分類Ⅰ）
の補てん額の面積

その他の特定入院料
による補てん額の面積

約5.5％
約1.8％

4.8％

4.8％

約26.5%

約0.6%
3/105

5/105

約17.6％約21.8％

約4.3％
約2.7％

急性期一般入院料 & 特定入院料（分類Ⅰ）
収入 上乗せ率 収入に占めるシェア 補てん面積
初・再診料 5.5% 1.8% 0.00097
入院基本料 4.8% 21.8% 0.01051
特定入院料(Ⅰ)
その他の特定入院料 2.7% 0.00132
合計 ̶ 26.4% 0.01281
費用 消費税率増加分 課税経費率 負担面積
給食材料費 3/105 0.6% 0.00018
その他の課税経費 5/105 26.5% 0.01263
合計 ̶ 27.2% 0.01281

＝

(2) 未確定①～③の面積合計は、
0.01281 － 0.00097 ＝ 0.01183
うち、①②を一つとみなし、収入に占めるシェア
の比(21.8%：2.7%)を用いて①～③の面積
合計を按分。①②の面積は、
0.01183 × 21.8／(21.8＋2.7)
＝ 0.01051

(3) ①②をまとめた補てん面積を、収入
に占めるシェアで除し、上乗せ率を算
出。
0.010151 ÷ 21.8％
≒ 4.8％

(1) 入院基本料と特定入院料(分類Ⅰ)をまとめて、
収入を占めるシェアを合算する。
17.6％ ＋ 4.3％ ＝ 21.8％

入院基本料・特定入院料の配点について

※四捨五入の関係で各数値の内訳と合計の表記が一致しない場合有り。



精神病棟入院基本料(15対１以下) & 特定入院料(分類Ⅳ)
収入 上乗せ率 収入に占めるシェア 補てん面積
初再・診料 5.5% 1.0% 0.00053
入院基本料 2.2% 40.8% 0.00876
特定入院料(分類Ⅳ)
その他の特定入院料 7.6% 0.00163
合計 ̶ 49.3% 0.01092
費用 消費税率増加分 課税経費率 負担面積
給食材料費 3/105 3.3% 0.00094
その他の課税経費 5/105 21.0% 0.00998
合計 ̶ 24.3% 0.01092
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地域一般入院料 & 特定入院料(分類Ⅱ)
収入 上乗せ率 収入に占めるシェア 補てん面積
初・再診料 5.5% 2.4% 0.00134
入院基本料 4.0% 24.7% 0.00933
特定入院料(分類Ⅱ)
その他の特定入院料 3.8% 0.00153
合計 ̶ 30.9% 0.01281
費用 消費税率増加分 課税経費率 負担面積
給食材料費 3/105 0.6% 0.00018
その他の課税経費 5/105 26.5% 0.01263
合計 ̶ 27.1% 0.01281

入院基本料・特定入院料の配点について

○ 前頁と同様の手法を用いて、分類Ⅱ～Ⅳに該当する入院基本料と特定入院料についても、上乗せ
率が算出できる。分類Ⅰ～Ⅳの上乗せ率は以下の通り。
○ なお、一般病棟入院基本料については、今回の改定においては急性期一般入院料１～７又は地
域一般入院料１～３についての上乗せ率となる点に留意。
○ また、実際の配点においては、点数を整数化する等の調整により、上乗せ率が本資料で示された数
値と若干異なる可能性がある点にも留意。

精神病棟入院基本料(10対１・13対１) & 特定入院料(分類Ⅲ)
収入 上乗せ率 収入に占めるシェア 補てん面積
初・再診料 5.5% 1.1% 0.00058
入院基本料 2.6% 27.3% 0.00721
特定入院料(分類Ⅲ)
その他の特定入院料 11.9% 0.00313
合計 ̶ 40.2% 0.01092
費用 消費税率増加分 課税経費率 負担面積
給食材料費 3/105 3.3% 0.00094
その他の課税経費 5/105 21.0% 0.00998
合計 ̶ 24.3% 0.01092

急性期一般入院料 & 特定入院料(分類Ⅰ)
収入 上乗せ率 収入に占めるシェア 補てん面積
初・再診料 5.5% 1.8% 0.00097
入院基本料 4.8% 21.8% 0.01051
特定入院料(分類Ⅰ)
その他の特定入院料 2.7% 0.00132
合計 ̶ 26.4% 0.01281
費用 消費税率増加分 課税経費率 負担面積
給食材料費 3/105 0.6% 0.00018
その他の課税経費 5/105 26.5% 0.01263
合計 ̶ 27.1% 0.01281

※四捨五入の関係で各数値の内訳と合計の表記が一致しない場合有り。
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入院基本料・特定入院料の配点について

○ 特定入院料4分類の上乗せ率が全て決まると、4分類以外の残る入院基本料について上乗せ率の
算出が自動的に可能となる。
○ なお、実際の配点においては、点数を整数化する等の調整により、上乗せ率が本資料で示された数
値と若干異なる可能性がある点には留意。

急性期・地域一般入院料（※１）
収入 上乗せ率 収入シェア 補てん面積
初・再診料 5.5% 1.8% 0.00099
入院基本料 4.9% 17.7％ 0.00868
特定入院料(Ⅰ) 4.8％ 4.2％ 0.00200
特定入院料(Ⅱ) 4.0％ 2.7％ 0.00109
特定入院料(Ⅲ) 2.6％ 0.1％ 0.00002
特定入院料(Ⅳ) 2.2％ 0.1％ 0.00002
合計 ̶ 26.5％ 0.01281

費用 消費税率
増加分

課税
経費率

負担
面積

給食材料費 3/105 0.6% 0.00018
その他の課税経費 5/105 26.5% 0.01263
合計 ̶ 27.1% 0.01281

療養病棟入院基本料
収入 上乗せ率 収入シェア 補てん面積
初・再診料 5.5% 1.4% 0.00075
入院基本料 1.5% 42.8％ 0.00627
特定入院料(Ⅰ) 4.8％ 0.9％ 0.00041
特定入院料(Ⅱ) 4.0％ 7.6％ 0.00306
特定入院料(Ⅲ) 2.6％ 0.0％ 0.00000
特定入院料(Ⅳ) 2.2％ 0.0％ 0.00000
合計 ̶ 52.6％ 0.01049

費用 消費税率
増加分

課税
経費率

負担
面積

給食材料費 3/105 1.5％ 0.00043
その他の課税経費 5/105 21.1% 0.01005
合計 ̶ 22.6% 0.01049

精神病棟入院基本料（※２）
収入 上乗せ率 収入シェア 補てん面積
初・再診料 5.5% 1.0% 0.00053
入院基本料 1.9% 20.0％ 0.00383
特定入院料(Ⅰ) 4.8％ 0.5％ 0.00022
特定入院料(Ⅱ) 4.0％ 0.0％ 0.00000
特定入院料(Ⅲ) 2.6％ 7.1％ 0.00188
特定入院料(Ⅳ) 2.2％ 20.8％ 0.00446
合計 ̶ 49.3％ 0.01092

費用 消費税率
増加分

課税
経費率

負担
面積

給食材料費 3/105 3.3% 0.00094
その他の課税経費 5/105 21.0% 0.00998
合計 ̶ 24.3% 0.01092

特定機能病院入院基本料
収入 上乗せ率 収入シェア 補てん面積
初・再診料 5.5% 1.0% 0.00055
入院基本料 8.8% 13.3％ 0.01171
特定入院料(Ⅰ) 4.8％ 4.6％ 0.00224
特定入院料(Ⅱ) 4.0％ 0.0％ 0.00001
特定入院料(Ⅲ) 2.6％ 0.1％ 0.00002
特定入院料(Ⅳ) 2.2％ 0.0％ 0.00000
合計 ̶ 19.0％ 0.01452

費用 消費税率
増加分

課税
経費率

負担
面積

給食材料費 3/105 0.3% 0.00010
その他の課税経費 5/105 30.3% 0.01442
合計 ̶ 30.6% 0.01452

結核病棟入院基本料
収入 上乗せ率 収入シェア 補てん面積
初・再診料 5.5% 1.4% 0.00076
入院基本料 5.1% 19.3％ 0.00991
特定入院料(Ⅰ) 4.8％ 4.2％ 0.00201
特定入院料(Ⅱ) 4.0％ 1.4％ 0.00057
特定入院料(Ⅲ) 2.6％ 0.0％ 0.00000
特定入院料(Ⅳ) 2.2％ 0.1％ 0.00002
合計 ̶ 26.4％ 0.01327

費用 消費税率
増加分

課税
経費率

負担
面積

給食材料費 3/105 0.6% 0.00018
その他の課税経費 5/105 27.5% 0.01309
合計 ̶ 28.1% 0.01327

専門病院入院基本料
収入 上乗せ率 収入シェア 補てん面積
初・再診料 5.5% 0.8% 0.00042
入院基本料 5.9% 17.4％ 0.01026
特定入院料(Ⅰ) 4.8％ 4.4％ 0.00213
特定入院料(Ⅱ) 4.0％ 0.0％ 0.00000
特定入院料(Ⅲ) 2.6％ 0.0％ 0.00000
特定入院料(Ⅳ) 2.2％ 0.0％ 0.00000
合計 ̶ 22.6％ 0.01281

費用 消費税率
増加分

課税
経費率

負担
面積

給食材料費 3/105 0.6％ 0.00018
その他の課税経費 5/105 26.5% 0.01263
合計 ̶ 27.1% 0.01281

障害者施設等入院基本料
収入 上乗せ率 収入シェア 補てん面積
初・再診料 5.5% 1.4% 0.00076
入院基本料 2.9% 26.0％ 0.00751
特定入院料(Ⅰ) 4.8％ 2.5％ 0.00119
特定入院料(Ⅱ) 4.0％ 5.2％ 0.00208
特定入院料(Ⅲ) 2.6％ 1.0％ 0.00027
特定入院料(Ⅳ) 2.2％ 0.9％ 0.00018
合計 ̶ 36.9％ 0.01200

費用 消費税率
増加分

課税
経費率

負担
面積

給食材料費 3/105 1.2% 0.00033
その他の課税経費 5/105 24.5% 0.01167
合計 ̶ 25.7% 0.01200

（※１）データ抽出対象は、分類Ⅰと分類
Ⅱの急性期・地域一般入院料を算
定している病院。ここで算出される
入院基本料の上乗せ率は、分類
Ⅰと分類Ⅱ以外の急性期・地域一
般入院料（特別入院基本料）に
適用。

（※２）データ抽出対象は、分類Ⅲと分類
Ⅳの精神病棟入院基本料を算定
している病院。ここで算出される入
院基本料の上乗せ率は、分類Ⅲと
分類Ⅳ以外の精神病棟入院基本
料（特別入院基本料）に適用。

※四捨五入の関係で各数値の内訳と合計の表記が一致しない場合有り。



【７】DPCの取扱いについて
○ DPCの消費税補てんの構造は以下の通り。赤字部分に消費税補てん要素が含まれると整理されて
いる。

○ 以上の構造を踏まえて、DPCの入院料見合いの消費税引上げ対応については、2014年度改定と
同様としてはどうか。つまり、出来高の各入院料と同じ上乗せ相当分を、DPCの点数と係数に含めるこ
ととしてはどうか。 11

入院基本料については、診断群分類上の包括点数に含まれる。また包括点数上は一般病棟10：1
入院基本料をベースとした点数になっているが、機能評価係数Ⅰにより、実際に届け出ている入院
基本料の出来高の補てん点数へ補正がされる。
特定入院料については、入院基本料（包括点数に内包）と特定入院料相当の加算を合わせて、出
来高の特定入院料と同様の消費税補てん点数が含まれる。

【出来高評価部分】

・医学管理
・手術
・麻酔
・放射線治療
・1000点以上の処置 等

【包括評価部分】※ 診断群分類毎に設定

・検査
・画像診断
・投薬
・注射
・1000点未満の処置 等

＋

診断群分類
別表上の包括点数
（入院基本料含む）

医療機関別係数
（機能評価係数Ⅰ等）在院日数× ×

包括評価部分の算定

･ 特定入院料相当の加算･ 入院基本料

その他の論点



【８】 訪問看護への財源配分
○ 訪問看護の医療費シェアは、各科の財源配分において医科の医療費シェアに含まれており、上記財
源は、従前と同様に医科の財源から配分する。

○ 補てん対象の項目については、過去の改定と同様に、訪問看護ステーションが算定する「訪問看護管
理療養費」について、引き上げを行うこととしてはどうか。

○ 上乗せ金額については、2014年度改定時は、訪問看護管理療養費全体の算定回数を勘案し、月
の初日の訪問の場合は一律100円、月の２日目以降の訪問の場合は30円の上乗せとしていたが、
2019年度改定に当たっては、各項目自体に金額差があることを踏まえて、消費税補てん上乗せ金額
についても、一定程度の金額差を設けることも検討してはどうか。

＜参考＞ 訪問看護管理療養費（現行） 単位：円

（※）訪問看護管理療養費 ハ 機能強化型訪問看護管理療養費3（月の初日の訪問の場合）については、平成26年度改定時には存在しなかった項目。
月の初日の訪問の場合の他の項目と同様の金額としている。

12

その他の論点

項目 金額 消費税分

訪問看護管理療養費 イ 機能強化型訪問看護管理療養費１（月の初日の訪問の場合） 12,400 100

訪問看護管理療養費 ロ 機能強化型訪問看護管理療養費２（月の初日の訪問の場合） 9,400 100

訪問看護管理療養費 ハ 機能強化型訪問看護管理療養費３（月の初日の訪問の場合） 8,400 （※）100

訪問看護管理療養費 ニ イからハまで以外の場合 （月の初日の訪問の場合） 7,400 100

訪問看護管理療養費（月の２日目以降の訪問の場合） 2,980 30



入院基本料と特定入院料の対応関係に基づく分類

2016年度ベース 点数及び消費税分は2016年改定時（消費税率3%分の補てんに対応）のもの 2018年度ベース 点数及び消費税分は2018年改定時（消費税率3%分の補てんに対応）のもの

項目（入院基本料） 点数 消費税分 項目（入院基本料） 点数 消費税分 項目（入院基本料） 点数 消費税分 項目（入院基本料） 点数 消費税分
一般病棟入院基本料　７対１入院基本料 1,591 25 一般病棟入院基本料　13対１入院基本料 1,121 18 急性期一般入院料１ 1,591 25 地域一般入院料１ 1,126 18
一般病棟入院基本料　10対１入院基本料 1,332 21 一般病棟入院基本料　15対１入院基本料 960 15 急性期一般入院料２ 1,561 25 地域一般入院料２ 1,121 18

項目（特定入院料） 点数 消費税分 項目（特定入院料） 点数 消費税分 急性期一般入院料３ 1,491 25 地域一般入院料３ 960 15
救命救急入院料１　３日以内 9,869 158 小児入院医療管理料５ 2,145 34 急性期一般入院料４ 1,387 21 項目（特定入院料） 点数 消費税分
救命救急入院料１　４日以上７日以内 8,929 143 回復期リハビリテーション病棟入院料１ 2,025 54 急性期一般入院料５ 1,377 21 小児入院医療管理料５ 2,145 34
救命救急入院料１　８日以上14日以内 7,623 122 回復期リハビリテーション病棟入院料１（生活療養を受ける場合） 2,011 54 急性期一般入院料６ 1,357 21 回復期リハビリテーション病棟入院料１ 2,085 54
救命救急入院料２　３日以内 11,393 182 回復期リハビリテーション病棟入院料２ 1,811 50 急性期一般入院料７ 1,332 21 回復期リハビリテーション病棟入院料１（生活療養を受ける場合） 2,071 54
救命救急入院料２　４日以上７日以内 10,316 165 回復期リハビリテーション病棟入院料２（生活療養を受ける場合） 1,796 49 項目（特定入院料） 点数 消費税分 回復期リハビリテーション病棟入院料２ 2,025 54
救命救急入院料２　８日以上14日以内 9,046 145 回復期リハビリテーション病棟入院料３ 1,657 46 救命救急入院料１　３日以内 9,869 158 回復期リハビリテーション病棟入院料２（生活療養を受ける場合） 2,011 54
救命救急入院料３　３日以内 9,869 158 回復期リハビリテーション病棟入院料３（生活療養を受ける場合） 1,642 45 救命救急入院料１　４日以上７日以内 8,929 143 回復期リハビリテーション病棟入院料３ 1,861 50
救命救急入院料３　４日以上７日以内 8,929 143 地域包括ケア病棟入院料１ 2,558 58 救命救急入院料１　８日以上14日以内 7,623 122 回復期リハビリテーション病棟入院料３（生活療養を受ける場合） 1,846 49
救命救急入院料３　８日以上14日以内 7,623 122 地域包括ケア病棟入院料１（生活療養を受ける場合） 2,544 58 救命救急入院料２　３日以内 11,393 182 回復期リハビリテーション病棟入院料４ 1,806 50
救命救急入院料３　広範囲熱傷特定集中治療管理料　３日以内 9,869 158 地域包括ケア入院医療管理料１ 2,558 58 救命救急入院料２　４日以上７日以内 10,316 165 回復期リハビリテーション病棟入院料４（生活療養を受ける場合） 1,791 49
救命救急入院料３　広範囲熱傷特定集中治療管理料　４日以上７日以内 8,929 143 地域包括ケア入院医療管理料１（生活療養を受ける場合） 2,544 58 救命救急入院料２　８日以上14日以内 9,046 145 回復期リハビリテーション病棟入院料５ 1,702 46
救命救急入院料３　広範囲熱傷特定集中治療管理料　８日以上14日以内 8,030 129 地域包括ケア病棟入院料１（特定地域） 2,191 50 救命救急入院料３　３日以内 9,869 158 回復期リハビリテーション病棟入院料５（生活療養を受ける場合） 1,687 45
救命救急入院料４　３日以内 11,393 182 地域包括ケア病棟入院料１（特定地域・生活療養を受ける場合） 2,177 50 救命救急入院料３　４日以上７日以内 8,929 143 回復期リハビリテーション病棟入院料６ 1,647 46
救命救急入院料４　４日以上７日以内 10,316 165 地域包括ケア入院医療管理料１（特定地域） 2,191 50 救命救急入院料３　８日以上14日以内 7,623 122 回復期リハビリテーション病棟入院料６（生活療養を受ける場合） 1,632 45
救命救急入院料４　８日以上60日以内 9,046 145 地域包括ケア入院医療管理料１（特定地域・生活療養を受ける場合） 2,177 50 救命救急入院料３　広範囲熱傷特定集中治療管理料　３日以内 9,869 158 地域包括ケア病棟入院料１ 2,738 58
救命救急入院料４　広範囲熱傷特定集中治療管理料　３日以内 11,393 182 地域包括ケア病棟入院料２ 2,058 58 救命救急入院料３　広範囲熱傷特定集中治療管理料　４日以上７日以内 8,929 143 地域包括ケア病棟入院料１（生活療養を受ける場合） 2,724 58
救命救急入院料４　広範囲熱傷特定集中治療管理料　４日以上７日以内 10,316 165 地域包括ケア病棟入院料２（生活療養を受ける場合） 2,044 58 救命救急入院料３　広範囲熱傷特定集中治療管理料　８日以上14日以内 8,030 129 地域包括ケア入院医療管理料１ 2,738 58
救命救急入院料４　広範囲熱傷特定集中治療管理料　８日以上14日以内 9,046 145 地域包括ケア入院医療管理料２ 2,058 58 救命救急入院料４　３日以内 11,393 182 地域包括ケア入院医療管理料１（生活療養を受ける場合） 2,724 58
救命救急入院料４　広範囲熱傷特定集中治療管理料　15日以上60日以内 8,030 129 地域包括ケア入院医療管理料２（生活療養を受ける場合） 2,044 58 救命救急入院料４　４日以上７日以内 10,316 165 地域包括ケア病棟入院料１（特定地域） 2,371 50
特定集中治療室管理料１　７日以内 13,650 150 地域包括ケア病棟入院料２（特定地域） 1,763 50 救命救急入院料４　８日以上60日以内 9,046 145 地域包括ケア病棟入院料１（特定地域・生活療養を受ける場合） 2,357 50
特定集中治療室管理料１　８日以上14日以内 12,126 126 地域包括ケア病棟入院料２（特定地域・生活療養を受ける場合） 1,749 50 救命救急入院料４　広範囲熱傷特定集中治療管理料　３日以内 11,393 182 地域包括ケア入院医療管理料１（特定地域） 2,371 50
特定集中治療室管理料２　７日以内 13,650 150 地域包括ケア入院医療管理料２（特定地域） 1,763 50 救命救急入院料４　広範囲熱傷特定集中治療管理料　４日以上７日以内 10,316 165 地域包括ケア入院医療管理料１（特定地域・生活療養を受ける場合） 2,357 50
特定集中治療室管理料２　８日以上14日以内 12,126 126 地域包括ケア入院医療管理料２（特定地域・生活療養を受ける場合） 1,749 50 救命救急入院料４　広範囲熱傷特定集中治療管理料　８日以上14日以内 9,046 145 地域包括ケア病棟入院料２ 2,558 58
特定集中治療室管理料２　広範囲熱傷特定集中治療管理料　７日以内 13,650 150 特定一般病棟入院料１ 1,121 18 救命救急入院料４　広範囲熱傷特定集中治療管理料　15日以上60日以内 8,030 129 地域包括ケア病棟入院料２（生活療養を受ける場合） 2,544 58
特定集中治療室管理料２　広範囲熱傷特定集中治療管理料　８日以上14日以内 12,319 129 特定一般病棟入院料２ 960 15 特定集中治療室管理料１　７日以内 13,650 150 地域包括ケア入院医療管理料２ 2,558 58
特定集中治療室管理料３　７日以内 9,361 150 特定一般病棟入院料２　（亜急性期入院医療管理が行われた場合） 1,811 50 特定集中治療室管理料１　８日以上14日以内 12,126 126 地域包括ケア入院医療管理料２（生活療養を受ける場合） 2,544 58
特定集中治療室管理料３　８日以上14日以内 7,837 126 特定一般病棟入院料２　（脳血管リハ、運動器リハを算定したことがある患者に亜急性期入院医療管理が行われた場合） 1,708 47 特定集中治療室管理料２　７日以内 13,650 150 地域包括ケア病棟入院料２（特定地域） 2,191 50
特定集中治療室管理料４　７日以内 9,361 150 特定一般病棟入院料２ 　（地域包括ケア入院医療管理料１に該当する場合） 2,191 50 特定集中治療室管理料２　８日以上14日以内 12,126 126 地域包括ケア病棟入院料２（特定地域・生活療養を受ける場合） 2,177 50
特定集中治療室管理料４　８日以上14日以内 7,837 126 特定一般病棟入院料２ 　（地域包括ケア入院医療管理料２に該当する場合） 1,763 50 特定集中治療室管理料２　広範囲熱傷特定集中治療管理料　７日以内 13,650 150 地域包括ケア入院医療管理料２（特定地域） 2,191 50
特定集中治療室管理料４　広範囲熱傷特定集中治療管理料　７日以内 9,361 150 特定集中治療室管理料２　広範囲熱傷特定集中治療管理料　８日以上14日以内 12,319 129 地域包括ケア入院医療管理料２（特定地域・生活療養を受ける場合） 2,177 50
特定集中治療室管理料４　広範囲熱傷特定集中治療管理料　８日以上14日以内 8,030 129 項目（入院基本料） 点数 消費税分 特定集中治療室管理料３　７日以内 9,361 150 地域包括ケア病棟入院料３ 2,238 58
ハイケアユニット入院医療管理料１ 6,584 73 精神病棟入院基本料　10対１入院基本料 1,271 20 特定集中治療室管理料３　８日以上14日以内 7,837 126 地域包括ケア病棟入院料３（生活療養を受ける場合） 2,224 58
ハイケアユニット入院医療管理料２ 4,084 73 精神病棟入院基本料　13対１入院基本料 946 15 特定集中治療室管理料４　７日以内 9,361 150 地域包括ケア入院医療管理料３ 2,238 58
ハイケアユニット入院医療管理料（経過措置） 4,584 73 項目（特定入院料） 点数 消費税分 特定集中治療室管理料４　８日以上14日以内 7,837 126 地域包括ケア入院医療管理料３（生活療養を受ける場合） 2,224 58
脳卒中ケアユニット入院医療管理料 5,804 93 精神科救急入院料１　30日以内 3,557 95 特定集中治療室管理料４　広範囲熱傷特定集中治療管理料　７日以内 9,361 150 地域包括ケア病棟入院料３（特定地域） 1,943 50
小児特定集中治療室管理料　７日以内 15,752 252 精神科救急入院料１　31日以上 3,125 83 特定集中治療室管理料４　広範囲熱傷特定集中治療管理料　８日以上14日以内 8,030 129 地域包括ケア病棟入院料３（特定地域・生活療養を受ける場合） 1,929 50
小児特定集中治療室管理料　８日以上14日以内 13,720 220 精神科救急入院料２　30日以内 3,351 89 ハイケアユニット入院医療管理料１ 6,584 73 地域包括ケア入院医療管理料３（特定地域） 1,943 50
新生児特定集中治療室管理料１ 10,174 163 精神科救急入院料２　31日以上 2,920 78 ハイケアユニット入院医療管理料２ 4,084 73 地域包括ケア入院医療管理料３（特定地域・生活療養を受ける場合） 1,929 50
新生児特定集中治療室管理料２ 8,109 98 精神科急性期治療病棟入院料１　30日以内 1,984 53 ハイケアユニット入院医療管理料（経過措置） 4,584 73 地域包括ケア病棟入院料４ 2,038 58
総合周産期特定集中治療室管理料　母体・胎児集中治療室管理料 7,125 114 精神科急性期治療病棟入院料１　3１日以上 1,655 44 脳卒中ケアユニット入院医療管理料 5,804 93 地域包括ケア病棟入院料４（生活療養を受ける場合） 2,024 58
総合周産期特定集中治療室管理料　新生児集中治療室管理料 10,174 163 精神科救急・合併症入院料　30日以内 3,560 98 小児特定集中治療室管理料　７日以内 15,752 252 地域包括ケア入院医療管理料４ 2,038 58
新生児治療回復室入院医療管理料 5,499 88 精神科救急・合併症入院料　31日以上 3,128 86 小児特定集中治療室管理料　８日以上14日以内 13,720 220 地域包括ケア入院医療管理料４（生活療養を受ける場合） 2,024 58
一類感染症患者入院医療管理料　７日以上 9,046 145 児童・思春期精神科入院医療管理料 2,957 46 新生児特定集中治療室管理料１ 10,174 163 地域包括ケア病棟入院料４（特定地域） 1,743 50
一類感染症患者入院医療管理料　８日以上14日以内 7,826 125 新生児特定集中治療室管理料２ 8,109 98 地域包括ケア病棟入院料４（特定地域・生活療養を受ける場合） 1,729 50
特殊疾患入院医療管理料 2,009 55 項目（入院基本料） 点数 消費税分 総合周産期特定集中治療室管理料　母体・胎児集中治療室管理料 7,125 114 地域包括ケア入院医療管理料４（特定地域） 1,743 50
特殊疾患入院医療管理料　医療区分２の患者に相当するもの 1,857 55 精神病棟入院基本料　15対１入院基本料 824 13 総合周産期特定集中治療室管理料　新生児集中治療室管理料 10,174 163 地域包括ケア入院医療管理料４（特定地域・生活療養を受ける場合） 1,729 50
特殊疾患入院医療管理料　医療区分１の患者に相当するもの 1,701 55 精神病棟入院基本料　18対１入院基本料 735 12 新生児治療回復室入院医療管理料 5,499 88 特定一般病棟入院料１ 1,121 18
小児入院医療管理料１ 4,584 73 精神病棟入院基本料　20対１入院基本料 680 11 一類感染症患者入院医療管理料　７日以上 9,046 145 特定一般病棟入院料２ 960 15
小児入院医療管理料２ 4,076 65 項目（特定入院料） 点数 消費税分 一類感染症患者入院医療管理料　８日以上14日以内 7,826 125 特定一般病棟入院料２　（亜急性期入院医療管理が行われた場合） 1,811 50
小児入院医療管理料３ 3,670 59 精神科急性期治療病棟入院料２　30日以内 1,881 50 特殊疾患入院医療管理料 2,009 55 特定一般病棟入院料２　（脳血管リハ、運動器リハを算定したことがある患者に亜急性期入院医療管理が行われた場合） 1,708 47
小児入院医療管理料４ 3,060 49 精神科急性期治療病棟入院料２　31日以上 1,552 41 特殊疾患入院医療管理料　医療区分２の患者に相当するもの 1,857 55 特定一般病棟入院料２ 　（地域包括ケア入院医療管理料１に該当する場合） 2,191 50
特殊疾患病棟入院料１ 2,008 54 精神療養病棟入院料 1,090 29 特殊疾患入院医療管理料　医療区分１の患者に相当するもの 1,701 55 特定一般病棟入院料２ 　（地域包括ケア入院医療管理料２に該当する場合） 1,763 50
特殊疾患病棟入院料１ 　医療区分２の患者に相当するもの 1,857 54 認知症治療病棟入院料１　30日以内 1,809 48 小児入院医療管理料１ 4,584 73
特殊疾患病棟入院料１ 　医療区分１の患者に相当するもの 1,701 54 認知症治療病棟入院料１　31日以上60日以内 1,501 40 小児入院医療管理料２ 4,076 65 項目（入院基本料） 点数 消費税分
特殊疾患病棟入院料２ 1,625 44 認知症治療病棟入院料１　61日以上 1,203 32 小児入院医療管理料３ 3,670 59 精神病棟入院基本料　10対１入院基本料 1,271 20
特殊疾患病棟入院料２　医療区分２の患者に相当するもの 1,608 44 認知症治療病棟入院料２　30日以内 1,316 35 小児入院医療管理料４ 3,060 49 精神病棟入院基本料　13対１入院基本料 946 15
特殊疾患病棟入院料２　医療区分１の患者に相当するもの 1,452 44 認知症治療病棟入院料２　31日以上60日以内 1,111 30 特殊疾患病棟入院料１ 2,008 54 項目（特定入院料） 点数 消費税分
緩和ケア病棟入院料　30日以内 4,926 135 認知症治療病棟入院料２　61日以上 987 26 特殊疾患病棟入院料１ 　医療区分２の患者に相当するもの 1,857 54 精神科救急入院料１　30日以内 3,557 95
緩和ケア病棟入院料　31日以上60日以内 4,400 121 地域移行機能強化病棟入院料 1,527 29 特殊疾患病棟入院料１ 　医療区分１の患者に相当するもの 1,701 54 精神科救急入院料１　31日以上 3,125 83
緩和ケア病棟入院料　61日以上 3,300 93 特殊疾患病棟入院料２ 1,625 44 精神科救急入院料２　30日以内 3,351 89

特殊疾患病棟入院料２　医療区分２の患者に相当するもの 1,608 44 精神科救急入院料２　31日以上 2,920 78
特殊疾患病棟入院料２　医療区分１の患者に相当するもの 1,452 44 精神科急性期治療病棟入院料１　30日以内 1,984 53
緩和ケア病棟入院料１　30日以内 5,051 135 精神科急性期治療病棟入院料１　3１日以上 1,655 44
緩和ケア病棟入院料１　31日以上60日以内 4,514 121 精神科救急・合併症入院料　30日以内 3,560 98
緩和ケア病棟入院料１　61日以上 3,350 93 精神科救急・合併症入院料　31日以上 3,128 86
緩和ケア病棟入院料２　30日以内 4,826 135 児童・思春期精神科入院医療管理料 2,957 46
緩和ケア病棟入院料２　31日以上60日以内 4,370 121
緩和ケア病棟入院料２　61日以上 3,300 93 項目（入院基本料） 点数 消費税分

精神病棟入院基本料　15対１入院基本料 824 13
精神病棟入院基本料　18対１入院基本料 735 12
精神病棟入院基本料　20対１入院基本料 680 11

項目（特定入院料） 点数 消費税分
精神科急性期治療病棟入院料２　30日以内 1,881 50
精神科急性期治療病棟入院料２　31日以上 1,552 41
精神療養病棟入院料 1,090 29
認知症治療病棟入院料１　30日以内 1,809 48
認知症治療病棟入院料１　31日以上60日以内 1,501 40
認知症治療病棟入院料１　61日以上 1,203 32
認知症治療病棟入院料２　30日以内 1,316 35
認知症治療病棟入院料２　31日以上60日以内 1,111 30
認知症治療病棟入院料２　61日以上 987 26
地域移行機能強化病棟入院料 1,527 29
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DPC/PDPSの消費税の補てん点数に係る対応について 
 

１．概要 
○ DPC/PDPSにおける診療報酬改定においては、診断群分類点数表（包括点数）や医療
機関別係数（係数）を設定する。 
○ 今回の消費税引き上げに係る DPC/PDPSの対応について、薬価や材料価格に係る対応
や、DPC/PDPSに係る改定は全医療機関のデータを用いるため一定の処理期間が必要で
ある等を踏まえて具体的な対応を整理する。 

 

２．対応に係る検討 

（１）DPC/PDPSに係る診療報酬改定 
 ○ DPC/PDPSに係る診療報酬改定においては、臨床的知見に基づき見直した分類体系
や医療機関から提出される直近の DPCデータ及び１年に１回係数設定のために行う調
査（定例報告）データを用いて包括点数や係数を設定している。 
○ 包括点数や係数を設定するにあたり、基礎となる個々の点数をデータに反映させる

ためには一定の処理期間が必要である。通常の 4月に行われる診療報酬改定におい
て、改定後の点数を、包括点数や係数に反映することは困難であり、改定率を踏まえ

て改定前の医科点数や薬価に基づき設定している。 
○ 2014年度の消費税の対応においては、改定前の個別点数に基づく実績点数をベース
として、消費税引き上げ分の入院基本料、薬価、材料価格については、出来高相当点

数を上乗せすることで改定している。ただし、薬価、材料価格は、上述の理由から、

改定後の価格ではなく、一定の算出方法（※）に基づき設定を行った。 
※ 一定の算出方法＝（包括点数に含まれる薬価・材料価格）×（1－平均乖離率）×3/105 

 
（２）消費税引き上げに係る今回の診療報酬改定における位置づけ 
〇 今回の消費税引き上げに係る対応において設定する包括点数及び医療機関別係数を

用いる期間は、2019年 10月から 2020年 3月までの 6か月である。 
〇 この 6か月の点数及び係数について、全く新たな包括点数や係数を設定すること
は、 
・ 今回の改定は新規の医療技術の追加等を行っておらず、DPC/PDPSにおける分類
体系の見直し等を行っていないこと 

 ・ 包括点数の大幅な入れ替わりが発生する可能性があること 
 ・ 医療機関に対し新たな調査（定例報告）を行う必要があること 
等の課題がある。 
 〇 他方、今回の消費税引き上げに係る対応においては、従来の４月に実施する診療報

酬改定とは異なり、点数表等は 10月から適応となるため、改定後の入院基本料、薬
価、材料価格を踏まえて、包括点数や係数の設定を行う十分な期間を確保できる。 
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３．対応方針（案） 
○ 今回改定の位置づけを踏まえ、今回の消費税引き上げ対応に係る DPC/PDPSの対応
は、医療機関への新たな調査は行わずに、2018年４月の包括点数の設定や 2019年４
月の係数設定で使用した実績や手法を基本とし、上乗せ分については、2014年と同様
の手法で対応する。つまり、入院基本料、薬価や材料価格については、出来高の上乗

せ相当分を包括点数と係数に含める。なお、その際には改定後の薬価、材料価格を踏

まえて設定する。 
  


